
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [98,805円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.0]

類似団体内順位

[ 12/45 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

102.6

91.5

98.0
96.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.86人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.3%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [195,997円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

向日市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力（財政力指数）】
　本市の税収構造の割合は法人市民税が少なく、個人市民税及び固定資産税が高いため、指数の変動は少ないが大きな伸びも期
待できない。
　今後も行政の効率化に努めるとともに、地方税の徴収強化に取り組み財政基盤の強化を図る。
【財政構造の弾力性（経常収支比率）】
　これまでから、経常経費の抑制に努めているものの、義務的経費が市税収入を上回る状況が続いていることから悪化してきて
いる。
　今後は、引き続き人件費の削減を進めるとともに、事務事業の見直しを図り、経常経費の削減に努める。
【人件費・物件費等の適正度（人口1人当たりの人件費・物件費等決算額）】
　類似団体の平均よりやや下回っている。
　今後も、財政健全化計画に基づき、適正な定員管理と職員給与の見直し等を行い、人件費の抑制に努めるとともに、物件費に
ついても、事務事業の見直しによる削減を図る。

　

【給与水準の適正度（ラスパイレス指数）】
　類似団体の平均より若干下回っているが、今後とも職員構成や給与体系の見直しを図り、給与の適正化に努める。
【将来負担の健全度（人口1人当たりの地方債現在高）】
　近年大規模事業が少なかったこともあり、平均を大きく下回っている。
　今後も、後世への負担が過剰にならないよう、また、世代間の負担の公平化も考慮し健全な財政運営に努める。
【公債費負担の健全度（実質公債費比率）】
　類似団体の平均とほぼ同じとなっている。
　平成9年度以降、地方債の発行額の抑制や高金利市債の低利への借換などにより、比率は、年々下がってきている。
【定員管理の適正度（人口1,000人当たりの職員数）】
　類似団体の平均よりやや下回っている。
　新規採用抑制策などにより、平成22年4月1日には、平成17年4月1日の職員数の6％削減を目標とする。


